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生活保護法等による指定介護機関について 

 

令和８年４月１日 

福岡県 福祉こども政策部 保護・援護課 保護医療係 

 

１ 生活保護法等による指定介護機関とは 

生活保護受給者に介護サービスの提供を行うためには、生活保護法による指定を受ける必

要があります。  

生活保護法等（※１）による介護機関（以下「指定介護機関」という。」の指定は、都道府

県知事が行います。ただし、事業所所在地が政令市（福岡市、北九州市）、中核市(久留米市)

の介護機関については、所在地の市長が行います。生活保護法等による指定を希望される場

合は、指定申請書をご提出ください。なお、指定の効力は全国に及びます。 

 

※１ 生活保護法等とは 

「生活保護法」及び「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」をいいます。 生活保護法により

指定を受けた介護機関は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による指定があったものとみな

されます。  

 

２ 指定介護機関の指定の申請手続 

生活保護法の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 104号。以下「改正法」という。）

により、平成 26年 7 月 1日から下記のとおり生活保護法等による介護機関（以下「指定

介護機関」という。）に係る指定申請手続きが変更されています。 

 

（１）平成 26 年７月１日以降、介護保険法の規定による指定又は開設許可を受けられる介

護事業所の場合 

① 平成２６年７月１日以降、介護保険法の指定（保険医療機関に対するみなし指定（※２）

を含む。）があった全てのサービスについて、生活保護法等の指定を受けたものとみなさ

れます。（これを「生活保護法等における指定介護機関のみなし指定」と呼びます。） し

たがって、生活保護へ別途指定申請を行う必要はありません。 

② 生活保護法等によるみなし指定を希望しない場合には、介護保険法による指定を受け

られる際、「辞退届」の提出が必要となります。 

③ 「辞退届」は、介護保険法による指定申請時に介護事業所の所在地を管轄する市福祉事

務所又は県保健福祉（環境）事務所の生活保護担当課へご提出ください。（ただし、地域

密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設を除く。） 
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④ 生活保護法等による指定介護機関が、介護保険法の規定による事業の廃止があったと

き、指定の取り消しがあったとき、又は指定の効力が失われたときは、生活保護における

指定介護機関（※３）としての効力も失うこととされていますので、生活保護法等での廃

止届の提出は不要です。 

 

 

※２ 保険医療機関に対する介護保険法によるみなし指定とは 

    介護保険が適用される介護サービス事業を行うには、介護保険法に定める介護事業

者として指定を受ける必要がありますが、病院・診療所及び薬局が健康保険法に基づ

く保険医療機関の指定を受けたときは、下記の介護サービスを行う指定事業者として

みなされます。 

 

区分 居宅サービス 介護予防サービス 

病院・診療所 

 

 

 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

通所リハビリテーション 

居宅療養管理指導 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防通所リハビリテーション 

介護予防居宅療養管理指導 

歯科 居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 

薬局 居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導 

    

 

※３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律による介護機関の指定についても同様の取扱とな

ります。 

 

（２） 平成２６年６月３０日以前に介護保険法による指定又は開設許可を受けられた介護

事業所の場合 

① 平成２６年６月３０日以前に生活保護法等の指定を受けていた指定介護機関は、7 月

1日以降引き続き指定を受けたものとみなされています。 

 ② 当該指定介護機関については、介護保険法の規定による事業の廃止があったとき、指

定（開設許可）の取消しがあったとき、又は指定（開設許可）の効力が失われても、生活

保護法等による指定の効力は失われません。したがって、事業を廃止する場合には、生活

保護法等による届出が必要です。（地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設

は、除きます。） 

 ③ 平成 26 年 6 月 30 日までに、介護保険法の指定は受けていたが生活保護法等の指定

は受けていなかった介護サービスについては、生活保護法等によるみなし指定が適用さ

れませんので、当該介護事業所が平成 26 年 7月 1日以降に生活保護法等による指定を

新たに受けるためには、指定申請が必要となります。 
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 ④ 生活保護法等による指定申請書の指定登録は、当課において毎月１０日締め切りで処

理しています。従って、介護事業所の所在地を所管する市福祉事務所又は県保健福祉(環

境)事務所を経由して少なくとも毎月５日頃までに当課へ指定申請書が届くようお願い

します。 

 

（３） 生活保護等による指定申請の要否 

介護保険法による指定年月日が平成2６年６月30日以前で生活

保護の指定は受けていなかった介護事業所が新たに生活保護指

定を受けようとする場合 

指定申請要 

介護保険法による指定年月日が平成 26 年 7 月 1 日以降の介護

事業所 

指定申請不要 

平成26年７月１日以降介護保険法による指定時に生活保護は指

定不要（別段の申出）としていたが、その後生活保護の指定が必

要になった場合 

指定申請要 

 

３ 指定介護機関の届出事項 

 生活保護法の一部改正により、令和８年４月１日から以下のとおり手続きが簡素化されて

います。 

○ 介護保険法における届出等との連動 

   これまで、生活保護法における指定介護機関にて以下の事由が発生した際、介護保険法

及び生活保護法のそれぞれにおいて手続きが必要でしたが、令和８年４月１日以降、介護

保険法における届出等があった場合には、生活保護法上の届出があったものとみなされる

こととなったことから、生活保護法における届出等が不要となります。 

届出の種類 届出事項 

変更届 住所の変更、名称の変更等 

廃止届 事業所を廃止した場合、開設者の変更等 

休止届 事業所を休止する場合 

再開届 休止していた事業所を再開する場合 

処分届 介護保険法による処分を受けた場合 

 

お問合せ先 

福岡県 福祉こども政策部 保護・援護課 保護医療係 

電話：０９２－６４３－３２９５ 

FAX：０９２－６４３－３３０６ 
 


